

























































Research on Consumption Trend on Sea foods
新　澤　祥　恵＊1、中　村　喜代美＊2、田　中　弘　美＊3
要旨
魚介類の消費動向と合わせて、当地域の魚食の特徴を知るため、『国民健康・栄養調査』『食糧
需給表』『家計調査年報』『金沢市中央卸売市場年報』など４種の統計データを分析したところ、
近年、食生活の欧風化に伴い、魚介類の摂取量の減少傾向は続いており、特に若い世代で顕著で
あることと合わせて、当地域の魚介類消費の特徴を明らかにすることができた。和食の食文化を
継承することや健康増進の視点からも魚食を特に若い年齢層に定着させることが必要である。
キーワード：食品流通（FoodsDistribution）／和食（Wasyoku）／魚食（FishMeal）
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次に、年齢階層別の摂取量を検討した（図２）。
2012年度の調査成績によると、図のように魚
介類が肉類を上回るのは、60歳以降である。60
歳未満の年齢階層をみると50～59歳では魚介類
77.1ｇに対し、肉類は93.0ｇで差は小さいが、40
～49歳は魚介類60.4ｇに対し、肉類105.6ｇ、30
～39歳は魚介類59.4ｇに対し、肉類104.0ｇ、20
～29歳は魚介類55.3ｇに対し、肉類116.1ｇとな
り、15～19歳では魚介類52.3ｇに対し、肉類
145.5ｇとなり、特に若年層では、魚介類は肉類
の半分に止まっているのが現状である。
この傾向が年齢による生理的な嗜好傾向からく
るものなのか、今後の動向を見守る必要があるが、
脂質栄養の視点からも、若年世代での魚介類摂取
の方策を考えていかなければならない。
２．『食料需給表』による魚介類の消費動向
国内で生産される食料に、輸入されたものを含
め、国内に供給されている食料の数量を示したも
①『国民健康・栄養調査』５）
②『食料需給表』６）
③『家計調査年報』７）
④『金沢市中央卸売市場年報』８）
Ⅲ．結果と考察
１．『国民健康・栄養調査』成績における魚介類
摂取量の動向
『国民健康・栄養調査』は、終戦直後の食糧事
情を把握するため、進駐軍の命令により実施され
て以来、年間の調査回数や集計方法など部分的な
変更はあったものの、毎年行われているもので、
世界的にも類のない統計と言われている。日本人
の食生活の動向を知る上で、重要な資料のひとつ
である。
1946年の成績をみると、魚介類は45.3ｇであ
るのに対し、肉類は5.7ｇ、卵類1.3ｇ、乳類5.6
ｇに過ぎず、動物性食品総量55.3ｇのうち、魚介
類の占める割合は81.4％であった。魚介類の摂取
量 は、1950年61.0ｇ、1960年76.9ｇ、1970年
87.4ｇ、1980年92.5ｇ、1990年95.3ｇと徐々に
増加した。しかし、2000年代になると減少傾向
に転じ、2000年92.0ｇ、2005年84.0ｇ、2010年
72.5ｇ、2012年には70.0ｇとなった。
肉類では、1950年に10.3ｇとなり、その後、
急増する。1980年67.9ｇとなる。その後は微増
傾向となり、2005年以降になると魚介類の摂取
量を超え、2012年には88.9ｇとなっている。
卵類は1970年までには41.2ｇに急増する。し
かし、その後は増加せず、30～40ｇを維持して
いる。これは、コレステロールの問題などが提起
されたことから、増加傾向にはならなかったが、
物価の優等生といわれるように、価格が安価で安
定していたことから、１人１個弱の摂取量は維持
されており、今後もこの傾向が続くと思われる。
乳類は、1950年6.8ｇで、1980年115.2ｇと急
増する。1990年には130.1ｇとなるが、その後は、
伸びず、2012年は125.8ｇとなっている。
以上、各動物性食品摂取量の変化より、魚介類
の比率をみると、終戦直後は80％を超えていたが、
1960年代には50％を下回り、2012年では22.0％
となっている。因みに肉類は27.9％とその比率を
高めている（図１）。
図１．動物性食品摂取量の推移
−国民健康栄養調査−
図２．肉類・魚介類の年齢階層別の摂取量
−2012年　国民健康・栄養調査成績−
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258.2ｇとなる。その後はこの水準を維持し、
2012年では、89.5kg（１日あたり245.1ｇ）となっ
ている。
以上のように、食料需給表による供給量におい
ても、国民健康・栄養調査成績より若干遅れるも
のの、肉類が魚介類を上回るようになっており、
この傾向が続いていけば、「魚ばなれ」に繋がっ
ていくことが推察される。
３．『家計調査年報』による魚介類の消費
家計調査は，一定の方法で抽出された世帯の家
計の収入・支出の詳細を示したものであるが、こ
の調査の中の魚介類を中心とした購入数量を検討
した。この調査では、生鮮魚介、塩干魚介、生鮮
肉、牛乳、卵について１世帯あたりの購入数量が
示されていることから、この比較を行った（図４）。
生鮮魚介については、1991年47,514ｇであった
ものが、2000年43,634ｇ、2010年33,977ｇとなり、
2013年には30,584ｇと約20年間に2／3に減少し
ている。同様に塩干魚介も1991年14,326ｇであっ
たものが、2000年11,079ｇとなり、この後も減少
傾向を続け、2013年には8,877ｇと半分近くに減
少している。
一方、生鮮肉では、1991年44,431ｇであった
ものが、一時期減少し、2005年には39,916ｇとなっ
たが、その後、増加傾向に転じ、2010年には
42,893ｇとなり、2013年では45,266ｇとなり、
生鮮魚介と塩干魚介を合わせた39,459ｇを上回る
こととなった。
牛乳については1991年から今日にかけて減少
している。しかし、牛乳と乳製品の支出金額をみ
ると（乳製品は購入数量が示されていない）、牛
のが、食料需給表である。
図３は、先の国民健康・栄養調査成績と同様に、
魚介類、肉類、卵類、牛乳及び乳製品の1960年
からの供給動向を示したものである。図に示した
ものは、年間の供給量であるが、魚介類は原魚数
量より、不可食部を除く消費に直接利用可能な形
態に換算した数量である。
魚介類の動向をみると、1960年27.8kg（１日あ
たり76.1ｇ）であるが、その後増加し、1990年
には37.6kg（１日あたり102.8ｇ）、2000年も
37.2kg（１日あたり101.8ｇ）となるが、この後
2005年34.6kg（１日あたり94.9ｇ）、2010年
29.4kg（１日あたり80.6ｇ）と減少傾向となり、
2012年28.4kg（１日あたり77.8ｇ）になり、１日
80ｇ未満となった。
肉類では、1960年は5.2kg（１日あたり14.2ｇ）
に過ぎないが、1970年13.4kg（１日あたり36.6
ｇ）、1980年22.5kg（１日あたり61.6ｇ）と急増
する。その後も増加傾向を示し、直近の2012年
では30.0kg（１日あたり82.2ｇ）となり、この年
は魚介類を上回ることとなった。
鶏卵も、1960年には6.3kg（１日あたり17.2ｇ）
であったものが、1970年14.5kg（１日あたり39.8
ｇ）、1990年16.1kg（１日あたり44.1ｇ）と増加
した。その後は微増となり、2012年では16.7kg（１
日あたり45.7ｇ）となっている。
牛乳及び乳製品でも1960年22.2kg（１日あたり
60.9ｇ）であったものが、1970年50.1kg（１日あ
たり137.2ｇ）と急増し、その後もこの傾向が続
くことになり、2000年には、94.2kg（１日あたり
図３．動物性食品供給量の推移
−食料需給表−
図４．家計調査年報における動物性食品の購入量
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10地域で比較すると最も高い地域は東北で
89,543円、次いで北陸となり、82,357円である。
因みに最も低い沖縄は41,681円であった。同様に
購入数量を比較すると最も高い地域は東北の
37,783ｇ、次いで北海道34,840ｇとなり、北陸
は34,643ｇで３位であった。
次に、各品目について比較を行った。表には金
沢市と両隣の富山市、福井市、そして、東京都区
部、京都市、大阪市を示した。
魚介類の購入金額をみると78,852円で、47市
等では21位と中位であった。北陸では富山市が
90,625円と多く、福井市が71,554円であった。
生鮮魚介の購入数量では33,201ｇで13位であ
り、そのうち鮮魚のみでは30,817ｇとなり11位
乳は減少しているが、乳製品購入のための支出金
額は大幅に増加していることから、乳類としての
購入量は減少していないものと考えられる。
卵についても1991年から2013年にかけて減少
傾向を示しており、今後の動向に注目したい。
以上、『家計調査年報』においては、2010年頃
に魚介類と生鮮肉の購入数量が逆転したことが示
されていた。
『家計調査年報』では、地域（都道府県の県庁
所在地）毎の購入数量及び金額も示されている。
そこで、これにより、金沢市の魚介類消費の特徴
を検討した（表１）。
先ず、購入金額について、北海道、東北、関東、
北陸、東海、近畿、中国、四国、九州、沖縄の
表１．地域別魚介類の購入数量等
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とが指摘されている。平成21年度における農林
水産省調べによれば、卸売市場経由率は、青果物
64.6％、水産物は58.0％に止まっている９）。この
ことから、『市場年報』における入荷量が当地域
の現状を正確に示しているとはいえないが、経年
的な推移や大凡の傾向を把握することはできるも
のと考えている。
本報告では、入荷水産物の種類についてその比
率の推移と、入荷上位の品目を検討した（表２）。
表は水産物入荷量の推移を示したものである。
1970年頃より増加傾向にあり、1988年～1996年
にかけては10万トンを超えていた。その後は減
少傾向となり、現在は、半分近くに減少している。
このことは、卸売市場外での流通が増えたことが
一因であるが、魚介類の摂取量が減少しているこ
とも影響を及ぼしているものと推察される。
金沢市中央卸売市場では鮮魚、冷凍魚、塩干・
加工品に分類されて、その入荷量が示されている
ことから、その比率の経年変化を検討した（図５）。
市場の開設当初は2／3が鮮魚で占められてい
た。その後暫くは鮮魚の比率が増加傾向を示し、
1971年～78年迄は70％を超えていた。しかし、
その後は減少傾向が続き、2000年～2002年にか
けては約半分となった。しかし、この後は僅かで
あるが上昇傾向に転じ、2013年では鮮魚59.7％、
冷凍魚25.9％、塩干・加工品14.4％となっている。
今日、水揚地で産地卸売市場が開設されている。
当地においても産地卸売市場が整備されたことか
と上位に位置することが分かった。尚、富山県は、
生鮮魚介37,975ｇ、鮮魚のみは35,821ｇとそれ
ぞれ、金沢市より多くなっていた。福井市は、生
鮮魚介28,192ｇ、鮮魚のみは26,065ｇであった。
尚、東京都区部や京都市の購入金額は、それぞ
れ、81,104円、90,496円と金沢市より多いものの、
購入数量は、東京都区部26,280ｇ、京都市は
30,582ｇと少ないことから、高価格の魚介類の購
入が多いのか、あるいは、魚介の価格の差異であ
るのかは今後検討しなければならない。
さらに、品目毎の検討を行った。金沢市が全国
平均より購入数量の多いものとしては、あじ、い
わし、かれい、ぶり、かに、さしみ盛り合わせが
上げられた。特に、かには1,492ｇ（全国620ｇ）
で47市等では４位であり、かれいは2,165ｇ（全
国1､ 038ｇ）で５位であった。かには、漁獲期
になると香箱がになどを日常的に食することや、
かれいは煮魚としての位置づけが高く消費量が多
くなっているものと推察される。反対に少ないも
のとしては、まぐろやかつおが上げられ、全国平
均購入数量の半分近くとなった。まぐろやかつお
は、従来石川県の近海では漁獲がみられず、外食
での料理での喫食はあるものの、日常の食生活に
はまだ根づいていないものと考えられる。この他、
たこや塩さけも全国平均購入数量の2／3に止まっ
ていた。また、近年、消費量が増えているといわ
れるさけは、全国平均購入数量より少なかった。
尚、ぶりでは富山市が7,052ｇと金沢市の２倍近
くとなり、かにでは福井市が金沢市の1.2倍の購
入数量になっており、それぞれ両地域の食文化を
示していた。
４．『金沢市中央卸売市場年報』入荷量による魚
介類の消費動向
金沢市中央卸売市場は北陸で最も大規模な中央
卸売市場であり、1967年に開設されて以来、青
果物については毎年の入荷量の詳細が年報として
出されている。水産物についても近年のデーター
は青果物と同様にホームページに掲載されている。
生鮮食品の中間流通において、（中央）卸売市
場は、我が国独特のシステムとして古くよりその
機能を果たしてきた。しかし、近年は、卸売市場
を経由しない魚介類や青果物が増加傾向であるこ
表２．水産物入荷量の推移
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ることから、これらを合わせると所謂「ぶり」の
消費量が当地においては大きいことが伺えた。こ
の他、かれいやあじ、いわしも上位であり、家計
調査年報の結果とも合致するものである。
冷凍魚では、1995年にかにが１位であったこ
とを除いて、その後は、えびが１位であり、比率
も10％を超えている。えびは和食、洋食、中華
料理など、どの種の料理にも使われ、利用の範囲
が広いこと、また、家庭、外食ともに使われる場
も様々であることから、消費量が高いものと推察
される。この他、県内近海の漁場があることから、
いかも多量の入荷がみられるところである。
塩干・加工品については、どの調査時点におい
ても塩さけが１位であり、近年、その比率を高め
ている。他地域との比較では、それ程、塩さけの
利用は多いといえないものの、他の塩魚の利用も
それ程多くないことから、他の品目と比べると高
くなるものと考えられる。また、近年は、保存技
術の進歩により、うすい塩味の塩さけも出回って
おり、使いやすくなっているものと思われる。こ
の他塩さばも上位にあるが、当地の郷土料理であ
る押しずしやかぶらずしの材料としての利用があ
るものと考えている。
Ⅳ．まとめ
以上、４種の統計資料により、魚食の経年的動
向と、当地の地域的特色を検討した。
まず、魚介類の摂取量については、我が国にお
いて終戦直後の食料などが乏しい時代にあっても、
１人１日45ｇの摂取量があったことは、身近な
ところでの調達が可能であることを示しており、
今後も動物性食品摂取の基本としていくことが必
要ではないかと考えた。生活水準の向上に伴い魚
介類の摂取も増加したが、それ以上に、肉類、卵
類、乳類の増加は大きく、近年は、動物性食品の
中で、魚介類の比率が低下していることは気にな
るところである。特に若年の世代では、すでに魚
介類が肉類の半分の摂取量となっている。また、
肉類を食べる頻度についても、2008年に本学短
期大学生を対象とした調査において、ほとんど毎
日食べるというものが、肉類では15.0％であった
が、魚類では僅か6.0％であり、反対にほとんど
食べないというものが､ 肉類では7.5％にすぎな
ら、鮮魚については、そこを経由するものが増え
ているものと推察される。
尚、他地域の市場の入荷比率と比較した。
東京都中央卸売市場では、2009年において、
鮮魚30.6％、冷凍魚23.4％、加工品35.3％、その
他（活魚、貝類、淡水魚、海藻類）10.7％であっ
た10）。
一方、名古屋市中央卸売市場の2013年におけ
る比率をみると、生鮮水産物48.4％、冷凍水産物
17.9％、加工水産物23.9％、加工食料品9.8％と
なっている11）。
各市場において分類方法には若干の差異はある
ものの、東京都中央卸売市場では鮮魚に相当する
ものとして、その他を合わせて41.3％、名古屋市
中央卸売市場では48.3％と比較すると、金沢市中
央卸売市場における鮮魚の比率は高くなっている
ことが伺えた。このことより、当地域では、都市
圏に比べて、鮮魚の消費動向が高いものと推察さ
れた。
次に、入荷上位の品目を1995年、2003年、
2008年、2011年、2012年、2013年の６時点につ
いて検討した。
鮮魚では、1995年、2003年、2008年は養殖ぶ
りが１位であった。その後は順位を下げたものの、
４位以内に位置している。養殖ぶりのほか、はま
ち、わらさなど、ぶり系の魚が上位に位置してい
図５．水産物入荷量の推移
ー市場年報ー
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対し、若い年齢層のものが外食や中食で接する料
理は、油脂や洋風の調味料を使った料理が多く、
それらの味を受け入れるようになっているものと
思われる。今後、特に、若い年齢層の嗜好を調べ、
それにあった調理の普及が必要になろう。そのこ
とにより若い時代より、魚介類に慣れ、親しみ、
生涯の食生活に繋げていくことで、我々日本人が
伝統的に育んできた魚食の食習慣を継承できるも
のと考えている。
江原絢子氏は、「『食文化』とは、集団、民族、
時代の中で共有された様式が習慣化し、定着し、
伝承されるもの」と説明している。
いが、魚類では21.7％もいた（図６）。現在の若
い年齢層のものが、今後も、この食嗜好を続けて
いくか、加齢とともに食嗜好が変化するかは分か
らない。和食の特徴はごはんを主食とすることで
ある。鈴木はごはんの特色として、和食の煮物の
ような、脂質の少ない料理から、洋食の肉料理の
ような脂質の多い料理にも合わせることができる
ことを上げている12)。このことにより、食事パター
ンを大きく変えなくとも、加齢とともに食事内容
を変えることができることが今日の日本人の健康
に繋がっていると指摘している。一方、家庭にお
ける魚介類の調理法をみると、生もの、煮物、汁
物など和風調理が大半を占めている13）。それに
表３．鮮魚の品目別入荷順位
表４．冷凍魚の品目別入荷順位
表５．塩干魚・加工品の品目別入荷順位
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今回、当地域の魚食の特徴もいくつか把握する
ことができたことから、地域の食生活の特徴を踏
まえながら、これからの時代の中で共有できる新
たな食文化を構築していくことが我々の課題であ
ると考えている。
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図６．短期大学生の動物性食品喫食頻度
